東海村臨界事故について

  まず、はじめに臨界事故というものがどういうものなのか調べてみた。

●１９９９年９月30日中部夕刊から
· 臨界事故　一定量以上のウラン２３５などに中性子が衝突すると、核分裂反応が持続的に進行するようになる。この状態を「臨界」といい、これに伴う爆発などで発生した事故を臨界事故と呼ぶ。原発で使われる核燃料の核分裂性ウランの割合は３～５％以下と低く、この状態では自然に臨界状態には達しない。しかし核燃料の製造過程などで何らかのトラブルが発生し、核分裂性のウランが一定量以上集まると核分裂反応が急速に進む恐れがある。

http://www.mainichi.co.jp/eye/feature/article/digital/74/index.html
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次に、東海村がどこにあるのか調べてみた。それと、事故当時の状況、何が起きたかについても調べてみようかと思う。

★事故現場の状況 

  ジェー・シー・オー東海事業所によると、事故が発生した３０日午前１０時３５分ごろ、同事業所では約１２０人が働いていた。同事業所は事故直後に社員を全員施設外に避難させ、事故が起きた転換試験棟から離れた敷地内の事務所に対策本部を設置した。
　しかし、夜になって周辺の放射線測定から核分裂反応が続いているとみられるため、さらに遠距離の一般集会施設に移した。敷地内には放射線量を測定するため社員ら１４人が残ったが、線量が下がらないため、転換試験棟には近寄れない状態が続いている。 

同事業所の担当者は「事故当時の様子は（病院に運ばれた）３人にしか分からず、現場にも近寄れない。今後の対策は専門家の意見を待ちたい」と述べるだけだった。

★何が起きたか 

　現場で作業していた作業員は被ばく直後に「１６キロのウランを沈殿槽に投入した。青い炎が見えた」と証言している。この沈殿槽では２・４キロ以下のウランしか扱えないことになっている。
　久米三四郎・元大阪大理学部講師（核化学）は「ウラン投入量は通常、核分裂が起きる下限の４分の１から３分の１程度に制限されている。今回は７倍以上も投入しているので、核分裂が続く臨界に達することは十分に考えられる」と説明する。
　鈴木篤之・東大大学院工学系研究科教授（原子力工学）も「青い炎は臨界に達したことを示す特有の現象だ。今回は制限値をはるかに超えた量を入れており、驚くべきことだ」と話す。
現場付近では夜になっても中性子線が検出されているが、付近を視察した技術評論家の桜井淳さんは「放射性物質が外部に漏れたということは、爆発によって施設が破壊されたと考えられる。現在は未臨界状態で、わずかに核分裂が起きている状態ではないか。しかし、沈殿槽にウラン溶液を送る配管にまだ溶液が残っているはずで、これが沈殿槽に流れ込めば、再び臨界に達することもある」と指摘している。

http://www.mainichi.co.jp/eye/feature/article/toukai/0930-21.html
次の文章は原子力安全委員長の談話である。（平成１１年１０月４日）

  平成１１年９月３０日午前１０時３５分に発生した（株）ジェー・シー・オー東海事業所（茨城県東海村所在）のウラン燃料加工工場転換試験棟における臨界事故は、我が国の原子力利用の歴史における最大の事故であり、原子力の安全確保に対する国民の信頼を根底から揺るがすものであり、極めて遺憾である。
　この事故は、我が国で初めての臨界事故であり、作業員、消防署員をはじめ、住民の一部を含む４９人の方が放射線を被ばくし、住民の避難や退避が行われた。
　関係者の努力により、事故は危険な段階を脱し、事態は一応の安定をみており、現在事後の対応が行われているところである。当委員会としても、事故発生当日緊急技術助言組織を召集し、専門家の現地派遣などを行いつつ、数次にわたり事故の収拾、防災対策等について、政府に対し技術的助言を行った。
　当委員会はこのような事故が決して再び起こらないよう、抜本的な対策を講ずべきであると考える。このためまず徹底的な事故原因の究明を行う考えであったところ、本日午前に開催された政府対策本部会議において、小渕内閣総理大臣より、当委員会が原因の究明にあたるよう指示があった。この指示を体し、部外有識者を含む事故調査委員会を設置して、幅広い見地からこの事故の原因を究明し、万全の再発防止策の確立に資することとする。
当委員会は、事業者及び関係行政庁が、引き続き事象の把握及び事故の収拾に努めるとともに、徹底した原因究明と再発防止策の策定に自ら努力しつつ、当委員会に十分な情報を提供することを要請するものである。

http://www.sta.go.jp/genan/jco/jco91004_3.html
ところで、（株）ジェー・シー・オー東海事業所で国へ届けた作業マニュアルとは別に一部作業を省略する現場マニュアルをつくり、今回はその現場マニュアルにも違反していたり、社員に臨界について全く教育していなかったりと、原子力について甘く見ていたことや、会社ぐるみで違法作業をやっていたことが明らかになった。それに対して国民は、国の原子力政策に対して、不信感を持つ人が５３％と半数を超え、信頼派の３８％を上回った。事故の影響で、国への信頼が大きく揺らいでいることを示している。１１月１０日現在、原子力開発については、「他のエネルギーに切り替えるべきだ」とする批判派が４１％と、事故直後の１０月初めに実施した電話調査より３％増えている。これからわかるように、国民にあたえた原子力への不安は極めて大きい。茨城県東海村の臨界事故を視察調査した米エネルギー省のフランク・マッコイ氏が「日本の安全管理は作業員が正しく作業することに過度に頼っている」と述べ、「人為ミスは起きない」とする日本の発想そのものに問題点が潜んでいると分析しているが、まったくその通りだと思う。さらに「人間はミスを犯す傾向にあり、ミスがあっても事故を防ぐシステムが重要だ」と語り、米国の原子力安全管理は「人為ミスは起きる」との発想に基づいていると強調している。

また、こういった事態に陥ったとき、国の対応が遅いような気がする。事態が深刻なので、慎重になるのはわかるが、危険な状態には変わりはないので、何よりも優先してこれ以上事態を悪化させないようにするべきである。遅すぎたら国民がどのようにしたらよいのがパニック状態に陥ってしまう。とにかくこれだけは避けるようにするべきだ。こういう時にはまず、国民にどうするべきか、適確に、かつ、早急に知らせるべきである。さらに、調査ミスが多いのではないかと思う。これでは国民に不安を与えてしまうだけだ。だから、国民がパニックになっている中でも、落ち着いて調査を進めるべきだと思う。あせっても正しく結果が出せないばかりか、対応が遅れてしまうだけだ。こういった問題が日本には少なからずあると思う。

→日本人の危機感の欠如

 眠れぬ一夜を過ごし不安げにテレビのニュースを見る避難住民＝茨城県東海村の舟石川コミュニティーセンターで１日午前７ 時３０分、小座野容斉写す[image: image2.jpg]



  これでは、阪神・淡路大震災のときと変わらないのではないのか？あの時も、率先して働くべきの政府の対応が遅くて国民から非難されていた。このような失敗を繰り返さないようにするために、普段からいつこのようなことが起きてもいいように危機感を持って行動するべきではないだろうか？今回の事件から、前回の反省点を克服できていないことが明らかになった今、どうするべきか考えることが我々には必要なのだと思う。
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